
 
                          

  
 

 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

  

新たな外国人材の受入れに伴う 

労働局の取組について 

 

 先の臨時国会で入管難民法が改正され、平成 31 年４月から新たな在留資格「特定技能」

による外国人労働者の受入れが開始されます。 

 こうした状況を踏まえ、岐阜労働局（局長 稲原 俊浩）における取組等についてお知らせ

します。 

       Press Release 岐阜労働局 
Ｇｉｆｕ Labour Bureau 

ひと、くらし、みらいのために 

厚生労働省 

平成 31 年 2 月 28 日(木) 
【照会先】 

岐阜労働局 職業安定部 職業対策課 
  

課        長  武藤 俊逸 
高齢者対策担当官    高居 功一 

  （電話）058-245-1314（内線 372） 
 

岐阜労働局 労働基準部 監督課 
 

課      長  佐藤 健治 
  監 察 官  平林 健生 
  （電話）058-245-8102（内線 215） 
 



外国人の在留資格と活動（就労）範囲

就労目的で在留が認められる外国人（活動（就労）範囲以外の業務は就労できない）

在留資格 活動（就労）範囲 在留資格 活動（就労）範囲 在留資格 活動（就労）範囲

教 授
日本の大学等において研究、教育
等をする活動

経営・管理
日本において貿易、事業経営、事
業管理に従事する活動

企業内転勤
外国企業から日本企業に転勤して
行う「技術・人文知識・国際業務」の
活動

芸 術
収入を伴う音楽、美術、文学等、芸
術上の活動

医 療
医師、歯科医師等、医療に係る業
務に従事する活動

介 護
日本の公私の機関との契約に基づ
いて介護福祉士資格を有する者が
介護業務に従事する活動

宗 教
外国の宗教団体により派遣された
宗教家の行う布教活動等

研 究
日本の公私の機関との契約に基づ
いて行う研究活動等（教授除く）

興 業
演劇、演芸、演奏、スポーツ等の興
業に係る活動

報 道
外国の報道機関との契約に基づき
行う取材、報道上の活動

教 育
日本の小・中・高等学校等におい
て語学教育をする活動

技 能
日本の公私の機関との契約に基づ
いて行う熟練技能に従事する活動

高度専門
職1号・2号

日本の公私の機関との契約に基づ
いて行う研究活動等及び貿易、事
業経営、事業管理に従事する活動

法律・会計
業務

外国法律事務弁護士、外国公認会
計士等が法律、会計業務に従事す
る活動

技術・人文
知識・国際
業務

日本の公私の機関との契約に基づ
いて行う理工学、法律学、経済学
等、専門知識を要する業務に従事
する活動

身分に基づき在留する者
（就労制限なし）

在留資格 対象者の範囲

永住者
法務大臣から永住の許可を受け
た者

日本人の
配偶者

日本人の配偶者及び実子等

永住者の
配偶者等

永住者の配偶者及び我が国で出
生し引き続き在留している実子

定住者 日系３世等

その他の在留資格

在留資格 在留資格の概要

技能実習

国際貢献のため、開発途上国の外
国人を一定期間（最長５年）受け入
れ、ＯＪＴを通じて技能を移転させる
制度。

８０職種１４４作業が対象職として認
定されている。

特定活動

法務大臣が個々の活動について特
に指定する活動。

（ワーキングホリデー、ＥＰＡに基づく
外国人看護師等、建設、大学等を卒
業した留学生の就職活動など）

就労活動が認められていない外国人

在留資格 対象者の範囲

留 学

日本の大学等で教育を受ける活動。

卒業後、日本国内で就職する場合
は、在留資格の変更申請が必要。

従事する業務が「技術・人文知識・
国際業務」又は「特定技能」に該当
するほか一定の基準に適合するこ
とが必要。

家族滞在
就労目的で在留が認められる外国
人等の配偶者又は子

就労には「資格外活動許可」が必要。

ただし、１週間２８時間以内に限る（留学生の夏休み
などの休業期間中は、1日８時間以内）。 １



全国における外国人雇用状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三重県

静岡県

愛知県

岐阜県

東京都

全国
専門的・技術的分

野の在留資格
特定活動

技能実習

資格外活動（留学

のみ）
身分に基づく在留

資格
その他

全国、東京都及び東海4県別の在留資格割合（平成30年10月末現在）

都道府県 計
専門的・技術
的分野

特定活動 技能実習
資格外活動
（留学のみ）

身分に基づく
在留資格

その他

全国 1,460,463 276,770 35,615 308,489 298,461 495,668 45,460
東京都 438,775 135,867 10,354 15,182 142,078 112,208 23,086
岐阜県 31,279 2,154 429 11,641 1,966 14,887 202
愛知県 151,669 19,371 3,430 33,310 15,103 78,053 2,402
静岡県 57,353 5,103 941 11,989 3,547 35,244 529
三重県 24,220 1,554 380 7,509 1,024 13,599 154

〇岐阜県における在留資格別の雇用状況は、永住者や日本人を配偶者に持つ人など「身分に基づく
在留資格」が14,887人と最も多く、次いで「技能実習」が11,641人となっている。

※「その他」は家族滞在の資格外活動及び在留資格が確認できていない者 ２



岐阜県における外国人雇用状況

中国

（香港等を含

む）

7,788人
24.9%

韓国

241人
0.8%

フィリピン

7,014人
22.4%

ベトナム

5,970人
19.1%

ネパール

618人
2.0%

インドネシア

579人
1.9%

ブラジル

5,937人
19.0%

ペルー

501人
1.6%

G7/8＋ｵｰｽﾄﾗ
ﾘｱ ＋ﾆｭｰｼﾞｰﾗ

ﾝﾄﾞ

372人
1.2%

その他

2,259人
7.2%

国籍別外国人労働者の割合

建設業

397事業所

10.3%

製造業

1,903事業所

49.2%卸売業、小売

業

357事業所

9.2%

宿泊業、飲食

サービス業

306事業所
7.9%

教育、学習支

援業

76事業所

2.0%

医療・福祉

170事業所
4.4%

サービス業（他

に分類されない

もの）

259事業所
6.7%

その他

396事業所
10.2%

全事業所数
3,864事業所

外国人労働者数
31,279人

産業別外国人雇用事業所の割合

〇国籍別にみると、中国が全体の24.9%を
占め、次いでフィリピンが22.4%、ベトナムが
19.1%、ブラジルが19.0%となっている。

〇産業別にみると「製造業」が49.2%を占め、次い
で「建設業」が10.3%、「卸売業、小売業」が9.2%、
「宿泊業、飲食サービス業」が7.9%、「サービス業
（他に分類されないもの）が6.7%となっている。

３



岐阜県における在留資格者別にみた外国人労働者数の推移
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

専門的・技術的分野の在

留資格

特定活動

技能実習

資格外活動

身分に基づく在留資格

（単位：人）

20,384

〇平成26年の外国人労働者数は20,384人。平成30年は31,279人であり、この5年間で1.5倍に増加している。
〇在留資格別にみた平成26年と平成30年の比較

〇全ての在留資格において、大幅に増加している。

在留資格 平成26年 平成30年 増減比 在留資格 平成26年 平成30年 増減比

専門的・技術的分野の在留資格 1,249 2,154 42.0% 特定活動 67 429 84.4%

技能実習 8,355 11,641 28.2% 資格外活動 684 2,167 68.4%

身分に基づく在留資格 10,029 14,887 32.6%

※「資格外活動」は、「留学」及び「家族滞在」の在留資格で就労している者

21,451

25,054

27,711

31,279

４



新たな外国人材の受け入れに関する制度（特定技能）の概要（平成31年4月施行）

〇中小企業をはじめとした人手不足は深刻化しており、我が国の経済・社会基盤の持続可能性を阻害する可能性が
生じているため、現行の専門的・技術的分野における外国人材の受入れ制度を拡充し、一定の専門性・技能を有す
る外国人材を幅広く受け入れていく仕組みを構築する必要がある。

〇真に受入れが必要と認められる人手不足分野に着目し、一定の専門分野・技能を有し即戦力となる外国人材を受
け入れるための新たな在留資格を創設する。

背 景

特定技能１号

相当程度の知識又は経験を要する技能を要する業務に従
事する外国人として、

１．受入れ業種で働くために必要な技能水準を満たしてい
ること（業所管省庁が定める試験等によって確認）。
２．日本語能力水準（Ｎ４レベル）を満たしていること。

（技能実習２号を修了した者は、上記水準を満たしているも
のとし、試験等を免除。）

在留期間最長５年（更新不可） 家族帯同：不可

★対象分野（１４分野）
〇農業 〇漁業 〇建設 〇造船・舶用工業
〇飲料食品製造業 〇電気・電子情報関連産業
〇素形材産業 〇産業機械製造業 〇自動車整備
〇宿泊 〇航空 〇ビルクリーニング
〇外食業 〇介護

特定技能２号

同分野に属する熟練した技能を要する
業務に従事する外国人として、

１．受入れ業種で熟練した技能を有する
こと（業所管省庁が定める試験等によっ
て確認）。

在留期間の更新ができ、条件を満たせ
ば永住申請も可能。
〇永住権許可要件
１．素行が善良であること

２．独立の生計を営むに足りる資産又
は技能を有すること

３．その者の永住が日本国の利益に合
すると認められること

家族帯同：可能

★対象分野（現在２分野）
〇建設 〇造船・舶用工業

５



「特定技能」の受入れスキーム（１）

出入国在留管理庁

外 国 人 材

登録支援機関 受入れ機関

届 出

支 援

届
出

調
査

情
報
提
供
・
助
言

指
導
・
助
言

調
査

登
録
・
登
録
抹
消

改
善
命
令

調
査

届
出

指
導
・
助
言

雇
用
契
約

〇外国人と直接雇用契約を結ぶ企業などを言
い、報酬額が日本人と同等以上であることなど
を確保するため、以下の基準に該当すること。
・労働関係法令、社会保険関係法令の遵守
・欠格事由に該当しないこと等

・支援計画に基づき、適正な支援を行える能
力、体制があること等

〇支援計画とは、次のような項目に関する計画
・入国前の生活ガイダンスの提供
・外国人の住宅の確保
・在留中の生活オリエンテーションの実施
・生活のための日本語習得の支援
・外国人からの相談、苦情への対応
・各種行政手続きについての情報提供
・非自発的離職時の転職支援
・その他

受入れ機関とは

〇受入れ機関に代わって支援計画の作成・実
施を行う機関で、支援体制を備えた業界団体、
民間法人、社会保険労務士等の幅広い主体が
対象となり、以下の基準に適合すること。
・欠格事由に該当しないこと等

・支援計画に基づき、適正な支援を行える能力・
体制があること等

登録支援機関とは

※資料出所：法務省資料 ６



「特定技能」の受入れスキーム（２）

海外から来日する外国人
日本国内に滞在している外国人

（中長期在留者）＜技能試験＞
・特定産業分野の業務区分に対応する試験
＜日本語試験＞
・国際交流基金日本語基礎テスト
（国際交流基金）

又は
・日本語能力試験（Ｎ４以上）
（国際交流基金・日本語国際教育支援協会）など

技能実習２号を
修了した外国人

新規入国予定
の外国人

技能試験及び日本
語試験は免除

技能試験及び日本
語試験に合格

技能実習２号を
修了した外国人

留学生など

技能試験及び日本
語試験は免除

技能試験及び日本
語試験に合格

求人募集に直接申し込む／民間の職業紹介事業者による求職のあっせん 求人募集の直接申し込む／ハローワーク・民間の職業紹介事業者による求職のあっせん

［受入れ機関と雇用契約の締結］
受入れ機関等が実施する事前ガイダンス等

健康診断の受診

在留資格認定証明書交付申請 在留資格変更許可申請

在留カードの交
付（後日交付の
場合あり）

※本人申請が原則

在留資格認定証明書交付 在留資格変更許可

審査

受入れ機関に在留資格認定証明書を送付 在留カードの交付

地方出入国在留管理局

受入れ機関での稼働開始

[外国人本人の要件］
〇１８歳以上であること

〇技能試験及び日本語試験に合格しているこ
と（技能実習２号を修了した外国人は免除）

〇特定技能１号で通算５年以上在留していな
いこと

〇保証金を徴収されていないこと又は違約金
を定める契約を締結していないこと

〇自らが負担する費用がある場合、内容を十
分に理解していること など

査証申請

査証発給

入国

在外公館
審査

※受入れ機関等から送付された在留資格
認定証明書を在外公館へ提出

※受入れ機関の職員等による代理申請

[入国後に関すること］
〇受入れ機関等が実施する生活
オリエンテーションの受講

〇住居地の市区町村等にて住民
登録
〇給与口座の開設
〇住宅の確保 など

※資料出所：法務省資料

７



分野別運用方針の概要（１）

人手不足
状況

厚
生
労
働
省

製造分野特定技能１号
評価試験（仮）
【新設】

製造分野特定技能１号
評価試験（仮）
【新設】

・プラスチック成形・機械保全　・機械加工

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等
（上記加えて）介護日本
語評価試験（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

4,700人

5,250人

21,500人

37,000人

60,000人

製造分野特定技能１号
評価試験（仮）
【新設】

経
済
産
業
省

直接

直接

素形材産業

産業機械製造業

電気・電子情報
関連産業

直接

・溶接

直接

直接

介護

ビルクリーニング
ビルクリーニング分野特
定技能１号評価試験【新
設】

・建築物内部の清掃

介護技能評価試験（仮）
【新設】等

分野 受入れ
見込数
（5年間の
最大値）

人材基準 その他重要事項

従事する業務技能試験
雇用
形態

日本語試験

・塗装

　・仕上げ

　・めっき

　・工場板金

　・金属プレス加工

・工業包装

・溶接

・塗装

・プリント配線板製造

[13試験区分]　

・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴、食事、排せつの介助等）のほか、これに
付随する支援業務（レクリエーションの実施、機能訓練の補助等）
（注）訪問系サービスは対象外

[1試験区分]　

[1試験区分]　

[13試験区分]　

　・鋳造 ・金属プレス加工 ・仕上げ ・溶接

　・鍛造 ・工場板金 ・機械検査

　・ダイカスト ・めっき ・機械保全

　・機械加工 ・アルミニウム陽極酸化処理

・鉄工

・工業包装・プリント配線板製造

・電子機器組立て

・電機器組立て

・金属プレス加工・電子機器組立て

・プラスチック成形・機械保全

・機械検査

・電気機器組立て

[18試験区分]　

・仕上げ

・めっき

・工場板金

　・鋳造

　・機械加工

　・ダイカスト

　・鍛造

　・塗装

※資料出所：法務省資料 ８



分野別運用方針の概要（２）

　・空港グランドハンドリング（地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務等）

　・航空機整備（機体、装備品等の整備業務等）

　・耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）

　・畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）

　・自動車の日常点検整備、定期点検整備、分解整備

・屋根ふき ・内装仕上げ／表装

　・トンネル推進工

[11試験区分]　

　・鉄工

　・塗装

　・溶接

・電気機器組立て

・機械加工

・仕上げ

外食業

建設

直接
日本語能力判定テスト
（仮）等

直接

直接

直接

農業
直接

派遣

漁業

航空分野技能評価試験
（空港グランドハンドリン
グ）又は（航空機整備）
（仮）【新設】

自動車整備特定技能評
価試験（仮）
【新設】等

造船・舶用工業分野特定
技能1号試験（仮）
【新設】等

建設分野特定技能１号
評価試験（仮）
【新設】等 ・電気通信

宿泊業技能測定試験
（仮）
【新設】

[1試験区分]　

[1試験区分]　

　・漁業（漁具の製作・補修、水産動植物の探索、漁具・漁労機械の操作、水産動植物の採
捕、漁獲物の処理・保蔵、安全衛生の確保等）

　・養殖業（養殖資材の製作・補修・管理、養殖水産動植物の育成管理・収獲（穫）・処理、安
全衛生の確保等）

　・飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く）の製造・加工、安全衛生）

　・外食業全般（飲食物調理、接客、店舗管理）

[1試験区分]　

[2試験区分]　

　・フロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービスの提供

直接
外食業技能測定試験
（仮）
【新設】

飲食料品製造業技能測
定試験（仮）
【新設】

漁業技能測定試験（漁
業）又は（養殖業）（仮）
【新設】

農業技能測定試験（耕種
農業全般）又は（畜産農
業全般）（仮）
【新設】

日本語能力判定テスト
（仮）等

国
土
交
通
省

農
林
水
産
省

2,200人

7,000人

13,000人

40,000人

飲食料品製造

53,000人

34,000人

9,000人

36,500人

22,000人

自動車整備

航空

宿泊

造船・舶用工業
日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

直接

派遣

[2試験区分]　

直接

直接

・鉄筋継手・土工　・左官

・鉄筋施工・建設機械施工　・型枠施工

　・コンクリート圧送

[6試験区分]　

[1試験区分]　

[2試験区分]　

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

日本語能力判定テスト
（仮）等

※資料出所：法務省資料 ９



技能実習制度のスキーム及び特定技能への移行

技能実習制度は、国際貢献のため開発途上国等の外国人を日本で一定期間（最長５年）に限り受入
れ、ＯＪＴを通じて技能を移転する制度（平成５年に制度創設）。

技能実習制度の受入れ機関別のタイプ及び技能実習の流れ

【企業単独型】

送出し国

海外支店等

労働者

日 本

日本の企業等が海外の現地法人、合弁
企業や取引先企業の職員を受け入れて
技能実習を実施

受
入
企
業

入
国
管
理
局

⑥入国

①雇用契約

技能実習機構

④申請

⑤入国
許可

②実習計画申請
③実習計画認定

【団体監理型】
非営利の監理団体（事業協同組合、商工会等）が技能実習生を受け入
れ、傘下の企業等で技能実習を実施

送出し国

送出し
機関

労働者

③
応
募
・

選
考
・

決
定

日 本

技能実習機構監理団体

入
国
管
理
局

①契約

受入
企業

受入
企業

④雇用契約

⑪
技
能

実
習
開
始

⑫
指
導
・
支
援

⑧申請
⑨入国
許可

②
技
能
実
習

生
受
入
申
込

⑥申請（団体・実習計画）
⑦団体許可・実習計画認定

実習実施者
⑤実習計画作成、申請

※企業単独型による技能実
習の受入れは全体の3.6%
（2016年末現在）

講習

技能実習２号（２年目、３年目） 技能実習３号（４年目、５年目）技能実習１号（１年目）

実習 実習実習

実習実施者（企業単独
型のみ）又は監理団体
で原則２か月間実施
（雇用関係なし）

在留資格の変更又は取得
「技能実習２号イ、ロ」
（基礎級相当試験合格者）

在留期間の更新 〇一旦帰国（１か月以上）
〇在留資格の変更又は取得
「技能実習３号イ、ロ」
（３級相当試験合格者）

在留期間の更新

帰国

基礎級（実技、学科試験の受験必須 ３級（実技試験の受験必須 ２級（実技試験の受験必須

「特定技能」へ移行可能

⑥⑦

技能実習３号イ、ロ ： 監理団体及び実習実施
者が一定の明確な条件を充たし、優良であること
が認められるもの※資料出所：法務省資料 １０



技能実習２号移行対象職種と特定技能１号における分野との関係性（１）

農業関係（２職種６作業） 建設関係（２２職種３３作業）

漁業関係（２職種９作業）

食品製造関係（１１職種１６作業）

牛豚部分肉処理加工業

ハム・ソーセージ・ベーコン製造

パン製造 パン製造

そう菜製造業 そう菜加工

調味加工品製造

くん製品製造

農産物漬物製造業 農産物漬物製造

水産練り製品製造 かまぼこ製品製造

牛豚部分肉製造

ハム・ソーセージ・ベーコン製造

塩蔵品製造

乾製品製造

発酵食品製造

医療・福祉施設給食製造 医療・福祉施設給食製造

掘削

プラント配管

保温保冷工事

型枠工事

鉄筋組立て

と　び

建設

建設

コンクリート圧送工事 建設

ウエルポイント工事

外食業

食鳥処理加工業

加熱性水産加工
食品製造業

建設機械施工

築炉

鋼製下地工事

ボード仕上げ工事

カーテン工事

ビル用サッシ施工

内装仕上げ施工

サッシ施工

防水施工

コンクリート圧送施工

ウエルポイント施工

表装

プラスチック系床仕上げ工事

カーペット系床仕上げ工事

建設

締固め

築炉

建設

壁装

押土・整地

積込み

シーリング防水工事

タイル張り

かわらぶき

左官

配管

熱絶縁施工

石材加工

石張り

タイル張り

かわらぶき

左官

建築配管

職種名 作業名 特定技能分野

さく井
パーカッション式さく井工事

ロータリー式さく井工事

冷凍空気調和機器施工

ダクト板金

内外装板金
建築板金

冷凍空気調和機器施工

缶詰巻締

養殖業

漁船漁業

かに・えびかご漁業

職種名 作業名 特定技能分野

かつお一本釣り漁業

延縄漁業

いか釣り漁業

まき網漁業

建具製作

建築大工

型枠施工

鉄筋施工

と　び

木製建具手加工

大工工事

石材施工

職種名 作業名 特定技能分野

特定技能分野作業名職種名

耕種農業

畜産農業

飲

料
食
品
製
造
業

食鳥処理加工

節類製造

加熱乾燥品製造

養豚

養鶏

酪農

農業

施設園芸

畑作・野菜

果樹

ひき網漁業

刺し網漁業

定置網漁業

ほたてがい・まがき養殖

漁業

缶詰巻締

非加熱性水産加工
食品製造業

※資料出所：法務省資料 １１



技能実習２号移行対象職種と特定技能１号における分野との関係性（２）

繊維・衣服関係（１３職種２２作業） その他（14職種26作業）

造

機械・金属関係（１５職種２９作業）

社内検定型の職種・作業（1職種・3作業）

※技能実習制度移行対象職種・作業（平成３０年１２月２８日現在　８０職種１４４作業）

※特定技能分野欄の省略文字解説

素 電 　　素・・・素形材産業、産・・・産業機械製造業、電・・・電気・電子情報関連産業　

造 　　造・・・造船・舶用工業

座席シート縫製

リネンサプライ リネンサプライ仕上げ

自動車整備

非鉄金属鋳物鋳造

ビルクリーニング ビルクリーニング

鋳造
鋳鉄鋳物鋳造

素
形
材

産
業

プレス型鍛造

機械加工

普通旋盤

数値制御旋盤

航空貨物取扱
ダイカスト

ホットチャンバダイカスト

コールドチャンバダイカスト

マシニングセンタ

客室清掃

特定技能分野

フライス盤

空港グランドハンドリング

航空機地上支援

半自動溶接

噴霧塗装

鋼橋塗装

陶磁器工業製品製造

機械ろくろ成形

圧力鋳込み成形

パッド印刷

ビルクリーニング

鍛造
ハンマ型鍛造

介　護 介護 介護

産
業
機
械

製
造
業

自動車整備 自動車整備

職種名 作業名 特定技能分野

航空

電 造

職種名 作業名

工業包装

紙器・段ボール箱製造

印刷箱打抜き

印刷箱製箱

カーペット製造

織じゅうたん製造

貼箱製造

段ボール箱製造

タフテッドカーペット製造

射出成形

造

寝具製作 寝具製作

溶　接
手溶接

紳士服製造 紳士既製服製造

塗　装

建築塗装

婦人子供服製造 婦人子供既製服製造

たて編ニット生地製造 たて編ニット生地製造

ニット製品製造
靴下製造

下着類製造 下着類製造

電

電

アルミニウム陽極酸化処理 陽極酸化処理

オフセット印刷

製織工程

製本 製本

織布運転

準備工程

巻糸工程

染　色

紡績運転

前紡工程

印刷

金属塗装

糸浸染

ブロー成形

丸編みニット製造

特定技能分野

合ねん糸工程

家具製作 家具手加工

静紡工程

職種名

めっき
電気めっき

職種名

産 電

強化プラスチック成形 手積み積層成形

素

形
材
産
業

産
業

機
械
製
造
業

織物・ニット浸染

インフレーション成形
プラスチック成形

圧縮成形

工業包装

電気機器組立て

回転電機組立て

機械検査

機械保全 電

気
・
電
子
情
報

関
連
産
業プリント配線板製造

作業名 特定技能分野

仕上工程

自動車シート縫製

ニードルパンチカーペット製造

布はく縫製 ワイシャツ製造

帆布製品製造 帆布製品製造

造金型仕上げ

機械組立仕上げ

仕上げ

作業名

開閉制御器具組立て

回転電機巻線製作

プリント配線板製造
プリント配線板設計

金属プレス

産

鉄　工 構造物鉄工

金属プレス加工

治工具仕上げ

産

業
機
械
製
造
業

機械検査

機械系保全

溶融亜鉛めっき

工場板金 機械板金

素
形
材
産
業

電

造

変圧器組立て

配電盤・制御盤組立て

電子機器組立て 電子機器組立て

※資料出所：法務省資料

１２



岐阜労働局の取組（１）

具体的な取組み

適正雇用及び適正受入れのため
の周知等

最賃リーフレットの外国語版作成 【新規】

労災保険適用の周知強化 【拡充】

発注者等への要請と県民への周知 【拡充】

適正受入れ及び外国人雇用状況届出制度の周知 【拡充】

相談窓口における支援

外国人労働相談コーナーの増設 【拡充（調整中）】

「外国人雇用サービスコーナー」に専門相談員及び通訳を配置し、職業相談及び雇用管理に関す
る支援 【拡充】

外国人就労・定着支援研修の拡充による定住外国人の就職支援 【拡充（調整中）】

通訳不在のハローワーク等における「多言語コンタクトセンター」の活用による職業相談 【継続】

事業主指導及び支援
母国語による安全衛生教育と表示等の指導拡大 【拡充】

外国人雇用管理アドバイザーによる雇用管理指導及び支援 【拡充】

学校卒業予定者の支援
日本での就職を希望する留学生の就職支援 【継続】

外国人高校生を対象とした企業説明会 【継続】

地方公共団体との連携強化

雇用対策協定を締結している地方公共団体と共同で「企業・団体への外国人の適正受入れのた
めの要請」等を行うとともに、外国人労働者の雇用及び生活支援を連携して実施 【新規】

上記以外の地方公共団体においても、署所長等による外国人に係る課題等を情報共有すること
で、適切な支援の連携を図る 【新規】

※平成31年度予算の成立が前提 １３



岐阜労働局の取組（２）

外
国
人
労
働
者

企
業
・
業
界
団
体
等

岐阜労働局

労働基準監督署

ハローワーク

地方公共団体

連

携
要 請

要請・周知・啓発

労働相談・最賃周知

・職業相談・職業紹介
・就労・定着支援研修
・留学生就職支援
・高校生就職支援

雇用管理指導・支援

労働安全衛生等に係る指導

生活相談・支援

１４※岐阜労働局の取組（１）を体系的に示したもの。


